
平成31年2月議会定例会全員協議会

１　新地方公会計制度

　地方公会計については、これまで都道府県及び市町村において財務書類の作成・公表等を行ってきましたが、財

務書類の作成方式が複数存在し、比較可能性の確保に課題があるほか、多くの地方公共団体において簡便な作成方

式である「総務省方式改訂モデル」が採用され、本格的な複式簿記の導入が進んでいませんでした。

　このため、総務省では平成27年1月の大臣通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」により、固

定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関する「統一的な基準」により、全ての地方公

共団体（新たに一部事務組合及び広域連合を含む。）を対象に、財務書類（※）の作成が要請されました。

　当広域連合は、この要請（新地方公会計制度）に基づき平成28年度に固定資産台帳の整備を行い、平成29年度よ

り（平成28年度決算）「統一的な基準」による財務書類の作成を開始しました。

　※貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の財務4表

２　財務書類作成の目的・意義

（1） 資産状況等を情報公開していくことで、行財政における信頼性や改革状況を説明することができる。

（2） 財政状況の悪化を早期に把握することで、財政の健全化を進めることができる。

（3） 資産・債務改革を促進することができる。

（4） もとす広域連合が所有する全ての資産と債務が把握できるほか、現在の世代の負担、将来の世代の負担の状

　　況等を明確にすることができる。

もとす広域連合財務書類について（平成29年度決算）
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３　財務書類の概要

 (4) 資金収支計算書（キャッシュ・フロー計算書）

　現金の流れを示すもので、その収支を性質に応じて、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支などと区分
して表示することで、どのような活動に資金を必要としているのかを示すものです。

 (1)　貸借対照表

　会計年度末時点において、どれほどの資産や債務を保有しているかについて、一目で分かるようにしたもので
す。左側に資産を表示し、右側に負債及び資産と負債の差額である純資産を計上しています。
　【資産とは】将来の資金流入をもたらすもの、将来の行政サービス提供能力を有するものです。建物や工作物
　　　　　　　などの事業用資産や物品、基金、現金預金などです。
　【負債とは】将来、債権者等への資金流出をもたらすものです。地方債やリース債務、賞与等引当金、退職手
　　　　　　　当引当金などです。

 (2) 行政コスト計算書（損益計算書）

○　地方公共団体の経常的な活動に伴うコストと使用料・手数料などの収入を示すものです。
○　従来の会計では捕捉できなかった減価償却費など非現金コストについても計上しています。
○　経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが、当該年度の純経常行政コストとなります。

 (3) 純資産変動計算書（株主資本等変動計算書）

○　資産から負債を差引いた純資産が、一会計期間にどのように増減したかを明らかにするものです。
○　総額としての純資産の変動に加え、それがどのような財源や要因で増減したかを示すものです。



・介護保険特別会計 ・岐阜県市町村職員退職手当組合
・老人福祉施設特別会計（一部を除く）

・一般会計
・老人福祉施設特別会計の一部

４　連結財務書類の範囲

一般会計等

　連結財務書類は、一般会計等財務書類にその他の特別会計や関連団体を加えて一つの行政サービス実施主体とみ
なして作成します。

連　結

特別会計 関連団体
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（単位：千円）

金額 金額 金額

１．固定資産 1,140,643 １．固定負債 294,762 １. 期首純資産残高 1,408,095

（１）有形固定資産 903,969 （１）地方債 57,746 ２. 純経常行政費用 △ 475,813

①事業用資産 876,083 （２）退職手当引当金 228,872 ３. 財源 481,956

　 うち売却可能資産 0 （３）その他 8,144 （１）税収等 481,956

②インフラ資産 0 ２．流動負債 34,014 （２）国県等補助金 0

③物品 27,886 （１）１年内償還予定地方債 8,851 ４. 資産評価差額 0

（２）無形固定資産 7,802 （２）賞与等引当金 8,584 ５. 無償所管換他 0

（３）投資その他の資産 228,872 （３）その他 16,579 0

①投資及び出資金 0 328,776 本年度末純資産残高（１～６の合計） 1,414,238

②基金 228,872 金額

③長期延滞債権他 １．固定資産等形成分 1,678,509

④徴収不能引当金 0 ２．余剰分(不足分) △ 264,271

２．流動資産 602,371

（１）現金預金 64,505 金額

（２）未収金 0 86,548

（３）基金 537,866 業務支出 531,313

（４）その他 0 業務収入 617,861

（５）徴収不能引当金 0 1,414,238 臨時支出 0

1,743,014 1,743,014 臨時収入 0

△ 38,020

投資活動支出 141,197

投資活動収入 103,177

金額 △ 41,717

581,606 財務活動支出 41,717

（１）業務費用 524,438 財務活動収入 0

①人件費 230,889 6,811

②物件費等 291,695 44,650

③その他の業務費用 1,854 51,461

（２）移転費用 57,168 13,277

105,793 △ 233

３．純経常行政コスト（１－２） 475,813 13,044

４．臨時損失 0 64,505

５．臨時利益 0

６．純行政コスト（３＋４－５） 475,813

※以降各表について、端数処理の関係で合計額が一致しない場合があります。

本年度末歳計外現金残高⑨（⑦＋⑧）

【資金収支計算書】
科目

【業務活動収支】①

【投資活動収支】②

【財務活動収支】③

本年度末現金預金残高⑩（⑥＋⑨）

本年度資金収支額④（①＋②＋③）

前年度末資金残高⑤

本年度末資金残高⑥（④＋⑤）

前年度末歳計外現金残高⑦

本年度歳計外現金増減額⑧

５　一般会計等財務書類（平成２９年度）

負債の部

負債合計

純資産の部

純資産合計

【貸　借　対　照　表】
資産の部

【純資産変動計算書】

【行政コスト計算書】
科目

１．経常費用

２．経常収益

資産合計

科目

負債及び純資産合計



（単位：千円）

金額 金額 金額

１．固定資産 4,118,251 １．固定負債 1,276,838 １. 期首純資産残高 3,947,192

（１）有形固定資産 2,549,429 （１）地方債 120,769 ２. 純経常行政費用 △ 7,442,667

①事業用資産 2,129,874 （２）退職手当引当金 1,108,222 ３. 財源 7,679,704

　 うち売却可能資産 0 （３）その他 47,847 （１）税収等 5,113,449

②インフラ資産 0 ２．流動負債 117,188 （２）国県等補助金 2,566,255

③物品 419,555 （１）１年内償還予定地方債 45,362 ４. 資産評価差額 0

（２）無形固定資産 7,802 （２）賞与等引当金 39,123 ５. 無償所管換他 1,444

（３）投資その他の資産 1,561,020 （３）その他 32,703

①投資及び出資金 0 1,394,026 本年度末純資産残高（１～６の合計） 4,185,673

②基金 1,554,614 金額

③長期延滞債権他 26,904 １．固定資産等形成分 5,003,190

④徴収不能引当金 △ 20,498 ２．余剰分(不足分) △ 817,517

２．流動資産 1,461,448

（１）現金預金 551,626 金額

（２）未収金 24,884 366,208

（３）基金 884,938 業務支出 8,067,763

（４）その他 0 業務収入 8,433,971

（５）徴収不能引当金 0 4,185,673 臨時支出 0

5,579,699 5,579,699 臨時収入 0

△ 206,457

投資活動支出 309,634

投資活動収入 103,177

金額 △ 58,516

8,214,135 財務活動支出 58,516

（１）業務費用 1,696,411 財務活動収入 0

①人件費 650,249 101,235

②物件費等 865,737 437,347

③その他の業務費用 180,425 538,582

（２）移転費用 6,517,724 13,277

771,469 △ 233

３．純経常行政コスト（１－２） 7,442,667 13,044

４．臨時損失 0 551,626

５．臨時利益 0

６．純行政コスト（３＋４－５） 7,442,667

【資金収支計算書】
科目

【業務活動収支】①

【貸　借　対　照　表】 【純資産変動計算書】
資産の部 科目

【投資活動収支】②

【行政コスト計算書】
科目 【財務活動収支】③

負債及び純資産合計

本年度末歳計外現金残高⑨（⑦＋⑧）

本年度末現金預金残高⑩（⑥＋⑨）

６　連結財務書類（平成２９年度）

負債合計

負債の部

純資産の部

純資産合計

１．経常費用

本年度資金収支額④（①＋②＋③）

前年度末資金残高⑤

本年度末資金残高⑥（④＋⑤）

前年度末歳計外現金残高⑦

２．経常収益 本年度歳計外現金増減額⑧

資産合計
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７　財務書類に基づく財務分析

《分析指標》

(1) 純資産比率　＝　純資産合計　／　資産合計

もとす広域連合

平成28年度決算

7.93% ―

一般会計等

81.46%

前年比

―

連結 前年比

―74.88%

平成29年度決算

一般会計等

7.30%

前年比

△0.63%

連結 前年比

△1.61%6.50%

平成28年度決算

地方債の返還に伴い、地方債残高が減少したため、28年度に比べ減少しました。

　各団体が持つ資産のうち正味の資産の割合を示すもので、純資産比率が高ければ、過去の世代が有形固定資産の形成コストを負担し
たことを表しています。一般的にこの数値が高い方がよいとされています。

一般会計等：退職手当引当金と新規リースによるその他固定・流動負債の増加（1,600万円）に伴い、資産に対して負債が増えたため
　　　　　　28年度と比べ減少しました。
連結会計　：介護保険特別会計の国県等補助金の増加（2億1,400万円）に伴い、純資産が増加したため、28年度に比べ増加しました。

8.11% ―

平成29年度決算 81.14% △0.32% 75.02% 0.14%

(2) 社会資本形成の世代間負担比率　　＝　地方債残高　／　有形・無形固定資産合計

　社会資本形成としての固定資産（公共資産）が、どのくらい地方債で賄われているかを示すもので、過去の世代によって形成されて
いるのか、また、将来の負担として先送りしたものかを表しています。

もとす広域連合



(3) 受益者負担比率　　＝　経常収益　／　経常費用

　経常費用のうち、行政サービスの受益者が直接的に負担する使用料・手数料等（経常収益）の割合を表しています。

もとす広域連合

一般会計等 前年比 連結 前年比

(4) 有形固定資産減価償却率　　＝　減価償却累計額　／　（有形固定資産合計-土地等の非償却資産+減価償却累計額）

　償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を示すものであり、資産の減価償却がどの程度進んでいるかを指標化する
ことにより、その資産の経年の程度を把握することができます。
　※償却資産は、建物及び工作物を対象としています。

平成29年度決算 18.19% 0.88% 9.39% 7.60%

一般会計等：サービス事業収入が600万円増加したことにより、経常収益の割合が高くなったため、28年度より増加しました。
連結会計　：国の指針に伴い、介護保険料の勘定科目を税収から経常収益に見直ししたため7.6％増加しましたが、科目の見直しを
            行わなかった場合は経常費用が増加しており、1.54％前年度比（△0.27％）となります。

平成28年度決算 17.31% ― 1.79% ―

もとす広域連合

一般会計等 前年比 連結 前年比

固定資産の老朽化が進んだため、28年度に比べ増加しました。

平成29年度決算 76.73% 1.39% 62.27% 1.27%

平成28年度決算 75.34% ― 61.00% ―
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